
一　般　会　計 （第１号）

附　　補正予算に関する説明書

令 和 ８ 年 度

島 根 県 江 津 市 補 正 予 算 書



島 根 県 江 津 市 一 般 会 計 補 正 予 算

令 和　８　年 度

（　第　１　号　）



　　　令和８年度島根県江津市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 33,481 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　19,878,481千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表

　歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。

　　　令和８年６月２９日　提　出

江津市長 　中　村　　中

令和８年度島根県江津市一般会計補正予算（第１号）



(歳   入) (単位：千円)

款 項

14 国庫支出金 2,636,717 12,812 2,649,529

 1 国庫負担金 1,684,291 9,796 1,694,087

 2 国庫補助金 942,313 3,016 945,329

18 繰入金 1,464,263 20,669 1,484,932

 1 基金繰入金 1,464,263 20,669 1,484,932

19,845,000 33,481 19,878,481

第１表　歳入歳出予算補正

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計



(歳   出) (単位：千円)

款 項

 2 総務費 3,328,687 15,000 3,343,687

 1 総務管理費 2,898,653 15,000 2,913,653

 3 民生費 5,856,191 18,481 5,874,672

 1 社会福祉費 3,416,426 3,001 3,419,427

 2 児童福祉費 2,118,752 550 2,119,302

 3 生活保護費 321,013 14,930 335,943

19,845,000 33,481 19,878,481

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計



第　２　表

事 項 期 間 限 度 額

萩・石見空港東京（羽田）路線の
運航支援に要する経費の負担金

令 和 ９ 年 度

萩・石見空港東京（羽田）路線の２往復運航に関する協定書
に基づき、年間（令和８年度相当分）の有償客数が規定未満
のときに負担額150,000千円を限度として、その4.9％に相当
する額。

債 務 負 担 行 為 補 正



（１）　　歳入歳出補正予算事項別明細書

（２）　　給与費明細書

（３）　　債務負担行為に関する調書

令 和　８　年 度

島 根 県 江 津 市 一 般 会 計 補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書

（　第　１　号　）



１．総括

(歳   入) (単位：千円)

款

14 国庫支出金 2,636,717 12,812 2,649,529

18 繰入金 1,464,263 20,669 1,484,932

19,845,000 33,481 19,878,481

（１）歳入歳出補正予算（第１号）事項別明細書

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計



(歳   出) (単位：千円)

款

 2 総務費 3,328,687 15,000 3,343,687 15,000

 3 民生費 5,856,191 18,481 5,874,672 12,812 5,669

19,845,000 33,481 19,878,481 12,812 20,669

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計
一 般 財 源



比　　　較

補正前の額 補正額 計 予算額 増　減　額

1. 人 件 費 （ａ） 2,720,195 1,832 2,722,027 13.7 % 2,623,398 13.7 % 98,629 3.8 %

2. 物 件 費 3,120,611 18,587 3,139,198 15.8 3,498,846 17.5 △ 359,648 △ 10.3

3. 維 持 補 修 費 425,087 425,087 2.1 463,463 1.6 △ 38,376 △ 8.3

4. 扶 助 費 3,373,627 13,062 3,386,689 17.0 3,373,212 19.0 13,477 0.4

5. 補 助 費 等 2,905,178 2,905,178 14.6 3,031,060 14.5 △ 125,882 △ 4.2

6. 公 債 費 2,095,996 2,095,996 10.5 2,017,484 11.3 78,512 3.9

7. 積 立 金 332,209 332,209 1.7 323,297 1.1 8,912 2.8

8. 出 資 金 40,533 40,533 0.2 42 0.0 40,491 96,407.1

9. 貸 付 金 23,528 23,528 0.1 59,350 0.3 △ 35,822 △ 60.4

10. 繰 出 金 1,413,710 1,413,710 7.1 1,441,802 7.8 △ 28,092 △ 1.9

11. 投 資 的 経 費 3,384,326 3,384,326 17.0 2,250,459 13.0 1,133,867 50.4

う ち 人 件 費 （ｂ） 27,536 27,536 0.1 34,383 0.2 △ 6,847 △ 19.9

普 通 建 設 事 業 費 3,384,026 3,384,026 17.0 2,250,159 13.0 1,133,867 50.4

うち単独事業費 415,397 415,397 2.1 754,633 2.7 △ 339,236 △ 45.0

災 害 復 旧 事 業 費 300 300 0.0 300 0.0 0 0.0

12. 予 備 費 10,000 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

歳 出 合 計 19,845,000 33,481 19,878,481 100.0 19,092,413 100.0 786,068 4.1

2,747,731 1,832 2,749,563 13.8 2,657,781 13.9 91,782 3.5

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入としているため、合計とは合致しない場合があります。

性 質 別 財 政 状 況
（単位:千円）

予　　　　　算　　　　　額 ７年度６月補正後

構成比

うち人件費（ａ）+（ｂ）

区　　　　　　分 構成比 伸び率



２．歳入
(款) 14 国庫支出金

(項)  1 国庫負担金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 民生費国庫負担金 1,515,465 9,796 1,525,261  3 生活保護費 9,796 最高裁判決等を踏まえた追加支給分国庫負担金

負担金 9,796

計 1,684,291 9,796 1,694,087

(款) 14 国庫支出金

(項)  2 国庫補助金

 2 民生費国庫補助金 135,985 3,016 139,001  1 社会福祉費 1,149 障害者総合支援事業費補助金 1,149

補助金

 3 生活困窮者 1,867 最高裁判決等を踏まえた保護費等の追加給付事務体制整備等

就労準備支 補助金 1,867

援事業費等

補助金

計 942,313 3,016 945,329

(款) 18 繰入金

(項)  1 基金繰入金

 1 財政調整基金繰入金 287,266 20,669 307,935  1 財政調整基 20,669 財政調整基金繰入金 20,669

金繰入金

計 1,464,263 20,669 1,484,932

説 明補正前の額 補 正 額 計
区 分 金 額



３．歳出
(款)  2 総務費

(項)  1 総務管理費 （単位 ： 千円）

節       

目

 7 財産管理費 210,399 15,000 225,399 15,000 12 委託料 15,000 普通財産管理費 15,000

計 2,898,653 15,000 2,913,653 15,000

(款)  3 民生費

(項)  1 社会福祉費

 8 障がい者福 1,046,412 3,001 1,049,413 1,149 1,852 12 委託料 3,001 障がい者福祉費 3,001

祉費

計 3,416,426 3,001 3,419,427 1,149 1,852

(款)  3 民生費

(項)  2 児童福祉費

 1 児童福祉総 525,043 550 525,593 550 11 役務費 550 児童福祉総務費 550

務費

計 2,118,752 550 2,119,302 550

(款)  3 民生費

(項)  3 生活保護費

 1 生活保護総 43,093 14,930 58,023 11,663 3,267  3 職員手当等 1,832 生活保護費等追加支給事業

務費 10 需用費 13 14,930

11 役務費 23

19 扶助費 13,062

計 321,013 14,930 335,943 11,663 3,267

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の額 補 正 額 計
一般財源 区 分 金 額



　１.　　一　　般　　職

　　(1)　　総　　　　　括

負担金補助

及び交付金

(退職手当負担金)

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 370 )

246

( 370 )

246

( 0 )

0

　（　　　）内は短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員について外書き

扶 養 時 間 外 管 理 職 管理職員 特殊勤務 期末勤勉 通 勤 旅 費 住 居 児 童 単身赴任 地 域

手 当 手 当 手 当 特 別 勤 務 手 当 手 当 手 当 手 当 (通勤手当相当額) 手 当 手 当 手 当 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （ 千 円 ）

補 正 後 23,688 72,164 17,700 296 235 476,088 13,612 4,819 19,650 14,905 755 643,912

補 正 前 23,688 70,332 17,700 296 235 476,088 13,612 4,819 19,650 14,905 755 642,080

比 較 0 1,832 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,832

(　2　)　　　給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

給 与 費

（千円） （千円）

区 分
職 員 数 共 済 費 合 計

備　　　　考報 酬 給 料 職員手当 計

補 正 後 383,273 963,325 643,912 1,990,510 391,642 162,160 2,544,312

補 正 前 383,273 963,325 642,080 1,988,678 391,642 162,160 2,542,480

比 較 0 0 1,832 1,832 0 0 1,832

職員手当の

内 訳

区 分
計



　　ア会計年度任用職員以外の職員

負担金補助

及び交付金

(退職手当負担金)

（ 人 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 2 )

228

( 2 )

228

( 0 )

0

扶 養 時 間 外 管 理 職 管理職員 特殊勤務 期末勤勉 通 勤 旅 費 住 居 児 童 単 身 赴 任 地 域

手 当 手 当 手 当 特 別 勤 務 手 当 手 当 手 当 手 当 (通勤手当相当額) 手 当 手 当 手 当 手 当

（千円） (千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 23,688 69,582 17,700 296 235 390,834 12,761 19,650 14,785 755 550,286

補正前 23,688 67,750 17,700 296 235 390,834 12,761 19,650 14,785 755 548,454

比　 較 0 1,832 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,832

給 与 費

（ 千 円 ） （ 千 円 ）

　（　　　）内は短時間勤務職員について外書き

区 分
職 員 数 共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職員手当 計

補 正 後 938,259 550,286 1,488,545 309,311 157,166 1,955,022

補 正 前 938,259 548,454 1,486,713 309,311 157,166 1,953,190

比 較 0 1,832 1,832 0 0 1,832

職員手当の

内 訳

区分
計



　　イ会計年度任用職員

負担金補助

及び交付金

(退職手当負担金)

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 368 )

18

( 368 )

18

( 0 )

0

　（　　　）内はパートタイム会計年度任用職員について外書き

扶 養 時 間 外 管 理 職 管理職員 特殊勤務 期末勤勉 通 勤 旅 費 住 居 児 童 単身赴任 地 域

手 当 手 当 手 当 特 別 勤 務 手 当 手 当 手 当 手 当 (通勤手当相当額) 手 当 手 当 手 当 手 当

（千円） (千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 2,582 85,254 851 4,819 120 93,626

補正前 2,582 85,254 851 4,819 120 93,626

比　 較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

給 与 費

（千円） （千円）

区 分
職 員 数 共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職員手当 計

補 正 後 383,273 25,066 93,626 501,965 82,331 4,994 589,290

補 正 前 383,273 25,066 93,626 501,965 82,331 4,994 589,290

比 較 0 0 0 0 0 0 0

職員手当の

内 訳

区 分
計



(2) 給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 （ 千 円 ）

職 員 手 当 1,832 1,832 生活保護費等追加給付事務 時間外手当 1,832 千円

に伴うもの 　

1,832 千円

※会計年度任用職員を除く。

上記、１．一般職　1,832千円が給与費の補正額で、補正後の給与費の総額は　2,749,563千円である。

増減事由別内訳 (千円） 説明 備考

1.その他の増減分



８ 年 度

支 出

金 額 予 定 額 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

（ 千 円 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般管理費

契約に定め
る額

契約に定
める額

訴訟終了
年度まで

契約に定
める額

企画費

350,000 10～19 350,000 350,000 0 

350,000 350,000 0 350,000 0 0 

地域開発費

農地費

(３）債務負担行為で８年度以降にわたるものについての７年度末までの支出
　額又は支出額の見込み及び８年度以降の支出予定額等に関する調書

７年度末までの支出額 ９ 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

又 は 支 出 見 込 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源

市営住宅建物明渡請求及び未払賃料請求訴訟顧問弁護
士委託料

小　　　　　　　　　計

公共施設一括ＬＥＤ化事業

小　　　　　　　　　計

萩・石見空港東京（羽田）路線の運航支援に要する経
費の負担金

　萩・石見空港東京（羽田）路線の２往復運航に関する協定
書に基づき、年間（令和８年度相当分）の有償客数が規定未
満のときに負担額150,000千円を限度として、その4.9％に相
当する額

小　　　　　　　　　計

担い手育成基盤整備事業費元利補給金

５年次分

担い手育成基盤整備事業費元利補給金

６年次分

担い手育成基盤整備事業費元利補給金

７年次分

川平地区基盤整備促進事業費元利補給金

１年次分

事　　　　　　　　　項
限 度 額

一般財源

期 間 期 間

7,395 15～7 7,028 365 

4,471 16～7 4,030 219 9 222 222 

4,027 17～7 3,115 179 9～10 733 733 

4,184 15～7 3,935 199 



８ 年 度

支 出

金 額 予 定 額 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

（ 千 円 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,436 17～7 1,217 67 9～10 152 152 

1,243 21～7 946 60 9～12 237 237 

236 25～7 110 11 9～18 115 115 

55,720 48,347 2,671 4,650 4,650 

公共道路事業費

108,195 108,195 0 

150,000 9 150,000 89,100 60,900 0 

258,195 108,195 150,000 89,100 60,900 0 0 

債務保証

300,000千円

以内

300,000千円

以内

島根県信用保証協会に対する損失補償

35,000千円

以内

15,000千円

以内

７年度末までの支出額 ９ 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

又 は 支 出 見 込 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源

川平地区基盤整備促進事業費元利補給金

２年次分

川平地区基盤整備促進事業費元利補給金

３年次分

川平地区基盤整備促進事業費元利補給金

４年次分

川平地区基盤整備促進事業費元利補給金

５年次分

中山間地域基盤整備事業元利補給金

県営中山間地域基盤整備事業元利補給金

今田地区効果促進事業元利補給金５年次分

小　　　　　　　　　計

橋梁長寿命化事業（新江川橋補修工事委託）

橋梁長寿命化事業（新江川橋補修工事委託）

小　　　　　　　　　計

　翌年度当初から契約を締結する必要のある指定管理者
等の業務の委託に要する経費に係る支出負担行為

当該年度ごとに、翌年度の当初予算として議決を得た額

事　　　　　　　　　項
限 度 額

一般財源

期 間 期 間

9,990 16～7 9,016 484 9 490 490 

15,343 17～7 13,140 735 9～10 1,468 1,468 

4,848 18～7 3,913 233 9～11 702 702 

2,547 19～7 1,897 119 9～12 531 531 

江津市土地開発公社資金債務保証

江津市土地開発公社資金債務保証（令和8年度分）

  江津市中小企業制度融資要綱に基づき島根県信用保
証協会が保証した保証総額350,000千円に対して35,000
千円を限度として島根県信用保証協会が代位弁償した
ところによる損失を補償する。

　江津市緊急経営支援要綱に基づき島根県信用保証協
会が保証した保証総額150,000千円に対し15,000千円を
限度として島根県信用保証協会が代位弁償したところ
による損失を補償する。



８ 年 度

支 出

金 額 予 定 額 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

（ 千 円 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

島根県農業信用基金協会損失補償

邑智西部区域特定地域整備事業

23～7 51,875 2,636 9～10

650,000 51,875 2,636 

1,313,915 100,222 113,502 504,650 89,100 60,900 0 4,650 

７年度末までの支出額 ９ 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

又 は 支 出 見 込 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源

　島根県農業信用基金協会が債務の保証を行った認定農業者
等がその債務を履行しないときに債務保証引受額10,000千円
を限度として、その6％に相当する額600千円。

　平成30年7月豪雨農業被害対策資金貸付要綱に基づき島根県
農業信用基金協会が債務の保証を行った認定農業者等がその
債務を履行しないときに債務保証引受額15,000千円を限度と
して、その6％に相当する額

　島根県農業経営等緊急対応資金融資要綱（令和3年度大雨・
台風農業被害対策資金）に基づき島根県農業信用基金協会が
債務の保証を行った認定農業者等がその債務を履行しないと
きに債務保証引受額15,000千円を限度として、その6％に相当
する額

桜江町中核農家協議会農業機械共同利用事業債務損失補償

  桜江町中核農家協議会が行う農業機械共同利用事業につい
て、年度を単位として損失を生じた場合、償還額に相当する
額

　事業費割負担金 52,400 千円と利子に相当する額 限度額から７年度末まで
の支出見込額及び８年度
支出予定額を控除した額

小　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　計

事　　　　　　　　　項
限 度 額

一般財源

期 間 期 間


